予算要求資料
平成25年度当初予算　　　支出科目　款：総務費　項：企画開発費　目：科学技術振興費
	事業名: 重点研究開発推進費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　

　　　　　　　　　　　総合企画部　研究開発課　研究開発係　電話番号：058-272-1111（内2486）

　　　　　　E-mail：c11162@pref.gifu.lg.jp
	事業費


　要求額：51,587千円（前年度予算額：47,406千円）
	要求内容


	１　要求の内容


企業訪問により業界ニーズを徹底して吸い上げ、産業界における最新の課題・要望を的確に反映した「研究開発の重点化方針」を策定します。
この方針に沿って研究所から提案された研究課題について評価を行い、競争的に予算を配分します。

こうした策定プロセスを経て、政策的・戦略的に重点化した研究課題を、達成年度・成果を明確にして取り組む戦略的研究開発事業です。
（1） 重点研究開発推進費（任意）

· 研究課題実施にかかる経費（一部の備品購入費を除きます）

（2） 重点研究開発推進費（単建）

· 研究課題実施にかかる備品購入費等
	２　所要経費


（1） 重点研究開発推進費（任意）　48,851千円

（2） 重点研究開発推進費（単建）　 2,736千円
	決定額の考え方


	要求額の財源内訳（単位：千円）


	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫
支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財　産収　入
	寄附金
	その他
	県　債
	一　般
財　源

	前年度
予算額
	47,406
	0
	0
	0
	0
	0
	792
	0
	46,614

	要求額
	51,587
	0
	0
	0
	0
	0
	400
	0
	51,187

	決定額
	51,587
	0
	0
	0
	0
	0
	400
	0
	51,187


事業評価調書
	□  新規要求事業　

	■  継続要求事業


	１　事業の目標と成果


（事業目標）

	・何をいつまでにどのような状態にしたいのか
　県民生活の向上に貢献する科学技術の振興を基本目標に掲げる「岐阜県科学技術振興方針（H24～28年度）」に沿って、①次世代産業の育成と地域経済の活性化（モノづくり）、②活力とゆとりのある質の高い県民生活の実現（地域づくり）、③科学技術の担い手の育成（人づくり）を柱に、県民・産業界のニーズに応える研究開発を進めます。


（目標の達成度を示す指標と実績）

	指標名
	事業開始前
	指標の推移
	現在値
	目　標
	達成率

	技術移転の推進
※関連企業への技術移転
	－
	10件
（H21）
	16件
（H22）
	15件
（H23）
	31件
（H25）
	48.4％



○指標を設定することができない場合の理由
	


（平成24年度の取組）

	・事業の活動内容（会議の開催、研修の参加人数等）

地域企業・関係団体へのヒアリングを実施し、業界ニーズを的確に反映した重点研究方針を策定しました。これに沿った研究テーマについて、外部専門家、産業界及び行政機関における評価を経て課題を設定し、研究開発に取り組んでいます。

＜重点研究方針＞
①航空機・次世代自動車の拠点形成に向けた産学官連携の推進（1テーマ）
②環境・エネルギーの課題解決に向けた技術革新の加速（5テーマ）
③医療・介護・健康分野での企業成長に向けた研究開発の推進（1テーマ）
④「売れる農林産物」づくりや農林の6次産業化に資する研究開発の推進（8テーマ）
⑤その他、産業基盤の高度化に資する研究開発等（4テーマ）


（平成24年度の成果）
	・平成24年度の取組により得られた事業の成果、今後見込まれる成果
　平成24年度は、新規5テーマ、継続14テーマの課題について、新技術の研究開発及び技術支援による社会での実用化を目指し、産学官連携による研究開発に取り組んでいます。

工業系では、成長産業である医療福祉分野において、高度医療器具マイクロカテーテルの表面に潤滑性を付与するコーティング材の開発や、航空機・次世代自動車の分野では、難燃カーペットの製造企業への貢献を目指し、難燃性能に優れた素材である難燃ポリエステル短繊維開発に取り組んでいます。
　農業系では、飛騨特産農作物エゴマ、ヤマブドウ等の機能性を評価し、これらの特産農作物を利用した新商品開発を行っています。また、遺伝情報を用いた肉用奥美濃古地鶏の改良によるブランド力の向上や、漁協経営への貢献を目的に天然アユの遡上量予測モデルと放流プログラムの開発を行いました。


	２　事業の評価と課題


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）
○：必要性が高い、△：必要性が低い

	(評価)

○


	震災と原発事故を契機とした深刻なエネルギー制約、長期に渡る景気停滞、原材料価格の高騰、円高による輸入製品との熾烈な競争など、産業界が直面する課題に対して、新技術の研究開発の面から技術支援することで、地域経済の基盤強化に貢献しており、事業の必要性は高いと考えます。

	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）

　○：概ね期待どおり又はそれ以上の効果が得られている、△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）

○


	研究成果については、地域企業でその成果が活用されるよう移転を推進しています。技術移転件数は平成21年度10件に比べ平成23年度15件と増加しており、事業効果が現れています。

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）

　○：効率化は図られている、△：向上の余地がある

	(評価)

○

	　各研究課題の提案書、予算書を審査し、課題に応じた適切な予算額に査定することで、経費の削減に努めています。また、課題毎での設備備品の共用等により経費執行の効率化を図っています。


（今後の課題）

	・事業が直面する課題や改善が必要な事項
　研究成果の普及の面では、研究成果発表会、マスコミへの情報提供、イベントでのＰＲ等により積極的に広報を進めていますが、今後も、県民、地元産業界等に対して研究成果の県産業への貢献等を、より一層分かり易くＰＲしていく必要があります。


（次年度の方向性）
	・継続すべき事業か。県民ニーズ、事業の評価、今後の課題を踏まえて、今後どのように取り組むのか
企業・団体への要望調査の実施により、直近のニーズを研究開発の重点化方針へと反映させることで、産業界の持続的な発展に引き続き貢献します。


